
Ⅱ　要　　　　　旨

１． 概　　況

1 9 9 8年度の全産業設備投資実績（以下工事ベース。増減率は対前年度比）は、8 . 0％減と

２年連続の減少となった。9 9年度計画は、製造業（1 0 . 1％減）、非製造業（0 . 7％減）とも引

き続き減少することから、全産業（3.7％減）では３年連続の減少となる。

２．1998年度の設備投資実績

9 8年度の設備投資実績は、前回調査（9 9年２月）に比べて、大半の業種が下方修正とな

り、全産業で8.0％減と２年連続の減少となった。

３．1999年度の設備投資計画

（１） 99年度の設備投資計画は、製造業、非製造業とも引き続き減少することから、全産業で

は3.7％減と３年連続の減少となる。

（２） 製造業（1 0 . 1％減）は、食品がビール・酒類やその他食品の新工場建設から増加に転じ

るほか、電気機械が減少幅を縮小するものの、新型車対応投資が一段落する自動車や有機

化学で投資抑制を続ける化学を始め、大半の業種で減少幅が拡大することから全体で二桁

の減少となる。非製造業（0 . 7％減）は、電力が原子力発電など電源開発工事の進捗から

増加計画となっているほか、資金調達環境の改善が進むリース、首都圏の新線建設・延伸

工事や空港新設がある運輸、大型テーマパークが牽引するサービスなどが増加するもの

の、通信・情報が通信の投資効率化や情報サービスの反動減などから減少に転じ、不動産

も減少幅を拡大することから、全体では微減となる。

（３） 上・下期別動向を対前年同期比でみると、全産業で9 9年度上期は2 . 1％、下期は5 . 1％、

それぞれ減少となる。

（４） 前回調査（99年２月）と比較すると、製造業（5.2％減）、非製造業（2.7％減）とも下方

修正となるため、全産業でも3 . 4％の下方修正となる。当該年度８月調査が前回調査対比
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抑 制 続 く 設 備 投 資

― ３ 年 連 続 の 減 少 ―
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1998・99・2000年度の設備投資動向

（単位：億円，％）

1999年２月調査との比較（共通会社ベースの修正率）

（単位：％）

（注）修正率(％)＝　今回調査（99／８）－１　×100�前回調査（99／２）�
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で製造業、非製造業とも下方修正されるのは、前々回調査（98年８月）から２年連続であ

るが、これは、現在の調査方法に変更された71年度以降はじめてとなる。

（５） 投資動機のウエイトを製造業についてみると、素材型、加工・組立型ともに「能力増

強」が低下する。これは、紙・パルプや化学、非鉄金属など設備過剰感の強い素材型での

低下が著しいことに加え、加工・組立型でも電気機械を除く全業種で低下するためであ

る。「合理化・省力化」、「維持・補修」も素材型を中心に多くの業種で増加している。そ

の一方で、「新製品・製品高度化」が一般機械や非鉄金属などを中心に上昇し、また「研

究開発」も電気機械、自動車、化学をはじめ、大半の業種で上昇しており、全体の投資が

減少するなかでも、将来の事業分野を睨んだ投資姿勢が維持されていることがうかがわれ

る。

（６） 土地投資は、製造業、非製造業とも二桁減となり、全体で5 4 . 6％減と前年度を大幅に下

回る計画となっている。このため、設備投資に占める土地投資の割合は、8 . 6％から4 . 1％

へと低下する。

（７） 設備投資のキャッシュフロー（純損益＋減価償却費）に対する比率は、収益状況の改善

を予想する企業が多いなかで設備投資が減少することから、製造業、非製造業ともに低下

する。

（８） 海外直接投資（9 8・9 9年度共通回答会社数1 , 2 4 6社）および海外での設備投資（同1 , 1 7 4

社）をみると、海外直接投資（8 . 0％増）は、回答額の大部分を占める製造業において、

非鉄金属や化学を中心に素材型で二桁の減少（3 2 . 9％減）となるものの、加工・組立型が

食品の大型投資などにより大幅増（70.2％増）となることから増加する。

海外での設備投資（1 1 . 3％減）は、回答額の大部分を占める製造業において、非鉄金属

や繊維を中心に素材型（4 7 . 6％減）、一般機械を中心に加工・組立型（4 . 6％減）ともに減

少する。この結果、製造業の国内設備投資に対する海外での設備投資の比率は9 8年度

33.3％から99年度31.2％へ約２％ポイント低下する。

（９） 外資系企業（外資比率１／３超。会社数1 4 2社）の国内設備投資（5 , 3 9 2億円）は、サー

ビスでの大型投資から9 . 5％の増加となる。なお、外資系企業の設備投資が全企業に占め

るウエイトは2.1％である。



４．1999年度設備投資計画の特徴

1 9 9 9年度設備投資計画は、前回調査（9 9年２月）から製造業中心に大きく下方修正され、

過去におけるピーク（91年度）の７割程度の水準にまで落ち込むなど、抑制基調が一段と強

まる形となっている。製造業、非製造業とも、投資動機に占める能力増強のウエイトの低

下、設備投資・キャッシュフロー比率の低下がみられ、投資姿勢の消極化を反映したものと

なっている。ただし、製造業の一部で事業再構築が前向きな設備投資として現れている点

は、今後を展望するうえで注目に値する。

製造業では、投資計画がピークの５割強に落ち込むなど抑制基調が顕著である。特に素材

型では、投資動機に占める能力増強のウエイト、設備投資・キャッシュフロー比率の著しい

低下がみられ、設備過剰感の強さを裏付ける形となっている。加工・組立型でも大半の業種

で減少が続き、抑制基調は強いものの、食品や輸送用機械、電気機械など一部で、得意分野

を強化すべく生産の集約化を図るなど事業再構築に向けた積極的な投資が認められる。

非製造業では、ウエイトの大きな通信・情報を始め多くの業種が減少する。空港新設や新

線建設・延伸による運輸、大型テーマパークに牽引されるサービスなど、長期計画に基づく

スケジュール投資の増加はあるものの、電力やリースなど増加計画となっている業種でも、

近年は下方修正されることも多く、投資効率が重視されるなかで基調は全体として弱いもの

と考えられる。

５．2000年度の設備投資計画

2 0 0 0年度の設備投資計画は、製造業（1 0 . 9％減）、非製造業（4 . 0％減）ともに現時点では

未確定部分が多いものの、全産業で5 . 0％減となる。なお、この減少幅は、近年減少が定着

している８月調査時点における翌年度計画のなかでも、比較的大きなものとなっている。
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1998・99・2000年度　業種別設備投資動向
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1998・99・2000年度　主要業種別設備投資動向

（単位：億円，％）

（注）そ の 他 の 製 造 業 ：出版印刷、ゴム、金属製品、その他製造業

その他の非製造業：漁業、鉱業、その他非製造業
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設備投資・キャッシュフロー比率

―主業基準分類― （単位：％）

（注）設備投資・キャッシュフロー比率とは〔設備投資÷（純損益＋減価償却費）〕×100


